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企業の人事担当責任者を対象にしたエイズ対策セミナー

―保健行動モデルの適用―

田中 英夫

　企業におけるエイズ対策の推進を図ることは，わが国でのHIV感染を予防する上で重要かつ緊急の課題

である。1994年11月に大阪商工会議所は，会員企業の人事担当責任者を対象に，エイズ対策の普及を目的と

したセミナーを開催したが，筆者はこのセミナーの講師の1人としてその企画に携わり，セミナー終了から

半年後に，セミナー受講者の各企業におけるエイズ対策の取り組みの状況を追跡調査した。セミナーの内容

は，「保健信念モデル（Health beliefmodel）」と「保健規範モデル（Health norm model）」を参考にして作

成し，当日は，3人の講師が配布資料，スライド，ビデオ等を用いて約4時間の講演と質疑応答を行った。

　調査結果：①セミナー終了から半年の間に，受講者の41％（22/54）が，自社において新たなエイズ対策

の取り組みを開始していた。この割合は，対策の実施を念頭に置いた積極的なセミナーヘの参加の動機を待

っていた者では特に高かった（62％; 18/29）。②新たなエイズ対策に取り組んだ者について，その取り組み

の内容（重複回答）をみると，パンフレット配布等の一時的な活動以外に，管理職に対する啓発教育（50％;

11/22），エイズ対策担当者の設置（36％; 8/22），感染した社員の情報保護や処遇の原則の取り決め（36％;

8/22）といった，組織的な取り組みをうかがわせる内容もみられた。③新たなエイズ対策に取り組んだ者と

取り組まなかった者での，半年後の時点における，セミナーで取り上げた各内容の印象度を比較すると，対

策を講じなかったときに被る喪失利益，対策実施に向けての具体的手順，他社での取り組みの状況や労働省

のガイドライン，について，前者は後者に比べて有意に「印象に残っていた」と応えた者の割合が高かった

（p＜0.05）。
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